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整理№ 140 事 業 評 価 シ ー ト

実施計画事業名 中心市街地活性化事業 評価対象年度 平成 22 年度

評価担当部署 建設産業部　都市再生対策課 課長（主幹）名 相内　悟
総
合
計
画
体
系

分　野 4 都市基盤

政　策 3 調和のとれた持続可能なまちづくり

施　策 1 中心市街地の再生を図ります

関連施策 地域特性を活かした新産業を創出します（5-3-2）

現
状
と
課
題

中心部の人口減少、郊外幹線道路沿道における大規模店舗の立地、商店街の衰退などにより、中央地区では都市機能が低下
し「マチ」としての求心力を失いつつある。

目
的

衰退、空洞化の著しい中心市街地の活性化を図る。

５
ヶ
年
の

施
策
展
開

・㈱まちづくり稚内、特定目的会社へ出資することにより、中心市街地の商店街などと連携、各種事業との連携を図り、中心市街
地へ賑わいを取り戻す。
・観光客や市民の周遊する動線計画を実現化するための仕組みづくり等を検討する。
・起業家支援塾等の開催、起業家スタートアップ支援

成
果
指
標

名　称 単　位 21 年度

毎年8月に実施する歩行者交通量調査により把握する1日あたりの歩行者の数（3地点の
日平均）

実績 1,072

22 年度 25  年度

中心市街地の歩行者通行量 人 目標 983 1,001 1,079

1,083

活
動
指
標

名　称 単　位 21 年度 22 年度 25  年度

重点事業実施数 回 目標 3 3 3

まちづくり稚内による重点事業（貸自転車・ゆきあかり・花いっぱい）の実施回数 実績 3 3

周遊動線検討委員会の開催 回 目標 7 - -

周遊動線計画策定に係る検討委員会の開催回数 (H21策定） 実績 7 -

起業家支援塾等の開催回数 回 目標 2 0 0

起業に関するセミナーの開催回数 実績 1 0

目標 - - -

実績

21 年度 22

直接事業費（Ａ） 千円 260,858 266,305

年度

28,948

道支出金 千円

23 年度
備　考

（決　算） （評価年度決算見込） （予　算）
単位

0 0

77,714

国庫支出金 千円 136,480 121,862

一般財源 千円 124,378 144,443 48,766

0 0

起　債 千円

人件費（Ｂ） 千円 16,899 20,305 20,305

その他 千円 0 0

状
況
変
化

実施計画当初（平成21年～）からの状況変化

事
業
費
の
実
績

この事業にかかる職員数 人/年 2.44 2.99 2.99

計（Ａ＋Ｂ） 千円 277,757 286,610 98,019



【１次評価】

年 月 日

＜ｂ またはｃ の場合は、具体的な細事業名などを挙げ、問題点を記入する＞

成
 
 

果

成果指標の単年度の目標値は達成できたか（単年度の目標値がない場合は、長期的な目標値を達成できそうか予測）

ａ 　 ａ　目標達成　　　ｂ　ほぼ目標どおり　　ｃ　目標達成できず（目標値と大きな差がある）
＜ｃ の場合は、なぜかを分析して記入する＞

　ａ　問題なし　　ｂ　検討の余地がある　　ｃ　早急な改善が必要
＜ｂ またはｃ の場合は、具体的な細事業名などを挙げ、問題点を記入する＞

＜Ａ～Ｃ判定を受けての今後の方針、問題点に対する改善策などを記入する＞

各細事業の進め方について、市民との協働、他団体等との役割分担の見直し、環境への配慮など、改善の必要性はないか

ａ 　ａ　問題なし　　ｂ　検討の余地がある　　ｃ　早急な改善が必要

コ
ス
ト
効
率

無駄なコストが発生していないか、投入した予算や人員に見合った効果が得られているか

ａ 　ａ　問題なし　　ｂ　改善の余地がある
＜ｂ の場合は、具体的な細事業名などを挙げ、問題点を記入する＞

成　　果

細
事
業
の
構
成
・
進
め
方

細事業の改廃や新規細事業の必要性はないか

ａ

ａ 細事業の進め方 ａ

総
合
評
価

Ａ 概ね問題なし

4

成果指標も目標を上回っており事業も計画通りに進んでいるので今後も目標達成に向け事業を進めていく。

【２次評価】

コスト効率 ａ

総
合
評
価

Ａ 概ね問題なし
＜２次評価者の視点からコメントを記入する＞

１次評価のとおり取り進めること。

25

ａ 細事業の構成

【内部評価委員会】

意
　
見

中心市街地活性化事業 最終更新日 平成 23


